
第 174 回 定 時 株 主 総 会 招 集 ご 通 知 に 際 し て の
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 情 報

連 結 注 記 表 （P 1～P 9）

個 別 注 記 表 （P10～P15）

（2021年１月１日から2021年12月31日まで）

静岡ガス株式会社

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及
び当社定款の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載するこ
とにより株主の皆さまに提供しております。
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連結注記表

1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項
(イ) 連結子会社の数 23社
(ロ) 主要な連結子会社の名称

清水エル・エヌ・ジー㈱、静岡ガスエネルギー㈱、静岡ガスリビング㈱、静岡ガス＆パワー㈱
(2) 持分法の適用に関する事項
(イ) 持分法を適用した関連会社数 ５社
(ロ) 主要な持分法を適用した関連会社の名称

静浜パイプライン㈱、Eastern Power and Electric Company Limited
(ハ) 持分法を適用しない関連会社の名称

南富士パイプライン㈱
南遠州パイプライン㈱

(ニ) 持分法を適用しない理由
上記会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた
め、持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち㈱SG・Bang Boパワーホールディングの決算日は、３月31日であります。連結計算書

類の作成にあたっては、連結決算日で仮決算を実施しております。
(4) 会計方針に関する事項
(イ) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券で時価のあるものの評価は、決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）
その他有価証券で時価のないものの評価は、移動平均法による原価法によっております。

② デリバティブ
時価法によっております。
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③ たな卸資産
移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によ

っております。
(ロ) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
定率法によっております。
ただし、袖師基地の構築物及び一部の連結子会社の資産については、定額法によっております。ま

た、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
製造設備 10～15年
供給設備 13～22年

② 無形固定資産
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間に基づく定額法によっており

ます。
(ハ) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
② 賞与引当金
従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(二) 関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続
電力販売収益に係る収益認識の基準
売上高に含まれる電力販売収益は、毎月の検針により使用量を計量し、それに基づき算定される料
金を当月分の収益とする検針日基準により計上しております。
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(ホ) その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 重要なヘッジ会計の方法
ⅰ ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理に、特例処理の要件を満たして

いる金利スワップについては特例処理によっております。
ⅱ ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）
為替予約
コモディティスワップ
金利スワップ

（ヘッジ対象）
外貨建金銭債権債務
原料購入及び原料販売取引
借入金利息

ⅲ ヘッジ方針
リスクに関する内部規程に基づき、為替変動リスク、原料価格変動リスク及び金利変動リスクを一

定の範囲内でヘッジしております。
ⅳ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認することにより行っております。
ただし、振当処理の要件を満たしている為替予約及び特例処理の要件を満たしている金利スワップ

については、有効性の評価を省略しております。
② 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を
適用し、その他の工事については、工事完成基準を適用しております。
工事進行基準を適用する工事の当連結会計年度末における進捗率の見積りは、原価比例法によってお

ります。なお、当連結会計年度において、該当はありません。
③ 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

④ 退職給付に係る負債の計上基準
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。
ⅰ 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。

ⅱ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、発生年度において一括費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により翌連結会計年度から費用処理しております。
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ⅲ 小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。

2．表示方法の変更に関する注記
(1)「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年度
から適用し、連結注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

(2) 連結貸借対照表関係
前連結会計年度まで「その他流動資産」に含めていた「未収入金」は金額的重要性が増したため、当連結

会計年度より独立掲記しております。

3．会計上の見積りに関する注記
(1) 有形固定資産及び無形固定資産の減損
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
有形固定資産（連結貸借対照表計上額） 54,992百万円
無形固定資産（連結貸借対照表計上額） 1,266百万円

② その他の情報
ⅰ 算出方法
当社グループは、固定資産の減損の兆候が存在する場合には、当該資産または資産グループから得

られる将来キャッシュ・フローに基づき、減損の認識の要否の判定を実施しております。なお、当連
結会計年度において、減損損失の計上はございません。
ⅱ 主要な仮定
将来キャッシュ・フローは、販売量や原材料費等について、過去の実績や今後の市場環境等を踏ま

えて、見積りを行っております。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響については、連結注記表３．会計上の見積りに関する注記

（追加情報）に記載の通りです。
ⅲ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
減損の兆候の把握、減損損失の認識の要否の判定は慎重に検討しておりますが、市場環境の変化及

び会社の経営状況により、その見積り額の前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、減損処理が必
要となる可能性があります。
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(2) 退職給付に係る負債の算定
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
退職給付に係る負債 2,739百万円

② その他の情報
ⅰ 算出方法
従業員の退職給付に充てるため、当社及び一部の連結子会社は、総合設立型の企業年金基金制度及

び確定給付企業年金制度を採用しております。
退職給付に係る負債の計上基準は、連結注記表１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な

事項に関する注記等に記載の通りです。
ⅱ 主要な仮定
見積りの算定には、主に数理計算で設定される退職給付債務の割引率、年金資産の長期期待運用収

益率に基づいております。
割引率は、従業員の平均残存勤務期間に対応する期間の安全性の高い長期債利回りを参考に決定し、

また、長期期待運用収益率は、過去の運用実績及び将来見通し等を基礎として設定しております。
ⅲ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
割引率及び長期期待運用収益率は、将来の経済状況の変動等によって影響を受ける可能性があり、

実際に生じた割引率及び長期期待運用収益率が見積りと異なった場合、翌連結会計年度以降の連結計
算書類において認識する退職給付に係る負債及び退職給付費用に影響を与える可能性があります。

（追加情報）
(1) 新型コロナウイルス感染症の会計上の見積りへの影響に関する説明
新型コロナウイルス感染症の影響については、収束時期や影響を予測することは困難であるものの、

今後も当社グループの一部用途の需要家に一定程度の影響が継続するとの仮定をおき、会計上の見積り
を行っております。当該感染症の当社グループの連結計算書類に与える影響は軽微であります。
なお、当該仮定は不確実性が高く、今後、その状況や影響に変化が生じた場合、翌連結会計年度以降

の連結計算書類に影響を及ぼす可能性があります。
(2) 配船調整引当金について
前連結会計年度において、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた急激な需要の減少に対応するた

めに、LNG調達契約に基づき、その契約数量の一部引き取りを後年に後ろ倒ししており、当該対応にか
かる支払見込額2,900百万円を配船調整引当金として計上いたしました。当連結会計年度において、当
該対応にかかる支払額が確定したことから、その支払を行いました。
なお、当該支払額は、後年に当該数量分の引き取りを行う際にその代金へ充当し、将来の仕入を減額

することが出来ますが、当連結会計年度末における需要想定とLNG調達契約の状況から、その引取時期
は現時点において未確定であります。
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4．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務
（イ）担保に供している資産の内容及び金額
製造設備 2,132百万円
供給設備 26,794
業務設備 1,012
その他の設備 60
計 30,000

（ロ）担保に係る債務の内容及び金額
長期借入金 413百万円
１年以内に期限到来の固定負債 61
計 474
上記のほか、長期借入金2,524百万円に対して抵当権設定予約契約を締結しております。

（ハ）その他
長期借入金483百万円、１年以内に期限到来の固定負債69百万円には、連結消去されている連結子会社

株式618百万円に対しての質権が設定されております。
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 260,362百万円
(3) 保証債務
下記関係会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。
静浜パイプライン㈱ 2,971百万円

5．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数
普通株式 76,192千株

(2) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
(イ) 2021年３月26日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項

株式の種類
配当金の総額
1株当たり配当額
基準日
効力発生日

普通株式
629百万円
8.5円
2020年12月31日
2021年 ３月29日
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(ロ) 2021年８月４日開催の取締役会決議による配当に関する事項
株式の種類
配当金の総額
1株当たり配当額
基準日
効力発生日

普通株式
666百万円
9.0円
2021年 6 月30日
2021年 9 月１日

(3) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2022年３月23日開催の定時株主総会において次のとおり付議いたします。
株式の種類
配当金の総額
配当の原資
1株当たり配当額
基準日
効力発生日

普通株式
666百万円
利益剰余金
9.0円
2021年12月31日
2022年 ３月24日

(4) 当連結会計年度の末日において発行している新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除
く）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 118,300株

6．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

資金運用は短期的な預金等に限定し、資金調達は銀行等の金融機関からの設備投資資金を借入しておりま
す。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、当社グループ各社ごとの与信管理方針に沿ってリスク低

減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の
把握を行っております。
デリバティブ取引については、為替変動リスク、原料価格変動リスク及び金利変動リスクを軽減するた

め、為替予約取引、コモディティスワップ取引及び金利スワップ取引を実施しており、投機的な取引は行っ
ておりません。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項
2021年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。

連結貸借対照表計上額
(百万円) 時価(百万円) 差額(百万円)

①投資有価証券 7,233 7,233 －
②長期貸付金 4,030 4,177 147
③現金及び預金 13,658 13,658 －
④受取手形及び売掛金 15,013 15,013 －

資産計 39,936 40,083 147
①長期借入金（※1） 6,625 6,682 57
②買掛金 15,189 15,189 －

負債計 21,815 21,872 57
デリバティブ取引（※2） 440 440 －
（※1）１年以内に返済予定のものを含んでおります。
（※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては（ ）で示しております。
（注1）金融商品の時価の算定方法
資 産
① 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
② 長期貸付金

長期貸付金の時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いた現
在価値により算定しております。
③ 現金及び預金、並びに④受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

負 債
① 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現
在価値により算定しております。また、金利スワップの特例処理の対象とされている長期借入金は、当該金利スワ
ップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定
する方法によっております。
② 買掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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デリバティブ取引
当連結会計年度末において、ヘッジ会計が適用されていないものはありません。
ヘッジ会計が適用されているものの時価については、取引先金融機関等から提示された価格等によっておりま

す。ただし、為替予約取引の振当処理によるものはヘッジ対象とされている外貨建金銭債権債務と一体として処理
されているため、その時価は当該債権債務の時価に含めております。また、金利スワップの特例処理によるもの
は、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に
含めて記載しております。

（注2）関連会社株式（連結貸借対照表計上額2,258百万円）及び非上場株式等（連結貸借対照表計上額621百万円）
は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「①投資有価証券」には含めて
おりません。

7．1株当たり情報に関する注記
(1) 1株当たり純資産額 1,164円72銭
(2) 1株当たり当期純利益 55円55銭

8．その他の注記
記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法
(イ) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式の評価は、移動平均法による原価法によっております。
その他有価証券で時価のあるものの評価は、決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）
その他有価証券で時価のないものの評価は、移動平均法による原価法によっております。

(ロ) デリバティブ
時価法によっております。

(ハ) たな卸資産
移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっ

ております。
(2) 固定資産の減価償却の方法
(イ) 有形固定資産

定率法によっております。
ただし、袖師基地の構築物、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
製造設備 10～15年
供給設備 13～22年

(ロ) 無形固定資産
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間に基づく定額法によっておりま

す。
(3) 引当金の計上基準
(イ) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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(ロ) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、発生年度において費用処理しております。
数理計算上の差異は、10年による定額法により翌期から費用処理しております。

(ハ) 賞与引当金
従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4) その他貸借対照表等の作成のための基本となる重要な事項
(イ) ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）
為替予約
コモディティスワップ

（ヘッジ対象）
外貨建金銭債権債務
原料購入及び原料販売取引

③ ヘッジ方針
リスクに関する内部規程に基づき、為替変動リスク及び原料価格変動リスクを一定の範囲内でヘッジ

しております。
④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認することにより行っております。
ただし、振当処理の要件を満たしている為替予約については、有効性の評価を省略しております。

(ロ) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。
(ハ) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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2．表示方法の変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度から適
用し、個別注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

3．会計上の見積りに関する注記
(1) 有形固定資産及び無形固定資産の減損
① 当事業年度の計算書類に計上した金額
有形固定資産（貸借対照表計上額） 38,938百万円
無形固定資産（貸借対照表計上額） 645百万円

② その他の情報
連結注記表３．会計上の見積りに関する注記に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略してお
ります。なお、当事業年度において、減損損失の計上はございません。

(2) 退職給付債務の算定
① 当事業年度の計算書類に計上した金額
退職給付引当金 2,659百万円

② その他の情報
連結注記表３．会計上の見積りに関する注記に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略してお
ります。

（追加情報）
(1) 新型コロナウイルス感染症の会計上の見積りへの影響に関する説明

新型コロナウイルス感染症の影響については、収束時期や影響を予測することは困難であるものの、
今後も当社の一部用途の需要家に一定程度の影響が継続するとの仮定をおき、会計上の見積りを行って
おります。当該感染症の当社の計算書類に与える影響は軽微であります。
なお、当該仮定は不確実性が高く、今後、その状況や影響に変化が生じた場合、翌事業年度以降の計

算書類に影響を及ぼすことがあります。
(2) 配船調整引当金について

前事業年度において、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた急激な需要の減少に対応するため
に、LNG調達契約に基づき、その契約数量の一部引き取りを後年に後ろ倒ししており、当該対応にかか
る支払見込額2,900百万円を配船調整引当金として計上いたしました。当事業年度において、当該対応
にかかる支払額が確定したことから、その支払を行いました。
なお、当該支払額は、後年に当該数量分の引き取りを行う際にその代金へ充当し、将来の仕入を減額

することが出来ますが、当事業年度末における需要想定とLNG調達契約の状況から、その引取時期は現
時点において未確定であります。
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4．貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務
担保に供している資産
製造設備 2,125百万円
供給設備 26,251
業務設備 982
附帯事業設備 60
関係会社投資 618
計 30,039

なお、上記資産に対応する債務はありません。
上記の関係会社投資には、子会社の外部からの借入金552百万円に対する質権が設定されております。
上記のほか、長期借入金2,524百万円に対して抵当権設定予約契約を締結しております。
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 180,117百万円
無形固定資産の減価償却累計額 86百万円

(3) 保証債務
下記関係会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。
静浜パイプライン㈱ 2,971百万円

5．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業収益 10,567百万円
営業費用 82,970百万円
営業取引以外の取引高 2,710百万円
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6．株主資本等変動計算書に関する注記
期末日における自己株式数
普通株式 2,090,713株

7．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
(1) 繰延税金資産
配船調整引当金 730百万円
退職給付引当金 723
繰越欠損金 266
賞与引当金 69
減価償却超過額 151
繰延資産償却超過額 70
有価証券評価損 247
未払事業税 23
その他 227
繰延税金資産小計 2,510
評価性引当額 △1,063
繰延税金資産合計 1,446

(2) 繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △917百万円
その他 △477
繰延税金負債合計 △1,395
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8．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社

種類 会社等の
名 称 所在地 資本金

(百万円) 事業の内容
議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

子会社
静岡
ガス＆
パワー
㈱

静岡県
富士市 495 発電及び電力売買

（所有）
直接
100.00

ガスの販売
電力の購入
及び

役員の兼任等

資金の貸付 2,180 関係会社
長期貸付金 3,155

資金の回収 208
－ －

利息の受取 10

関連会社
静浜
パイプ
ライン㈱

静岡県
静岡市
駿河区

499 ガス導管事業
(所有)
直接
50.00

天然ガスの輸送
及び

役員の兼任等

資金の回収 720 関係会社
長期貸付金 3,720

利息の受取 76 関係会社
短期債権 3

債務保証 2,971 － －

(注）取引条件及び取引条件の決定方針等
(1) 資金の貸付の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
(2) 静浜パイプライン㈱に対する債務保証は、金融機関からの借入金に対して保証したものであります。

9．1株当たり情報に関する注記
(1) 1株当たり純資産額 836円03銭
(2) 1株当たり当期純利益 30円87銭

10．その他の注記
記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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